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序
　明治維新（1867年）から第二次大戦に至るまでの日本の近代経済成長の特徴は、いわば在来的な
要素と西欧から導入された近代的な要素が併存しながら発展の初期にはごく限られた産業で創造的
に結合したが、次第に広く普及し、後者の近代的技術は在来的技術の水準を高め、応用的技術体系
を作り出し、この過程で社会構造、生産構造そして人間の行動様式まで変えてきた時代であった。１）
在来的要素とは何か、これは時代的には明治維新前までに発達してきた生産様式、つまり技術や社
会組織の体系をさしている。西欧の工業技術や経営管理・組織そして制度などがそのまま移植され
たものもあるが、しかし、在来的技術は全面的に近代的技術によって支配されたのではなく、その
まま残存し続けたもの、新しい生産技術を導入し応用し工業発展していくものなど多様な応用技術
と産業を生成させた。このような過程を近代化と称するが、一方で近代化は新しい企業の業種転換
だけでなく新しい工業労働の職種を生み出し、都市においては農村から多くの労働力が移動すると
言う状況を作り出した。
　上述したような近代化の過程（ほぼ 1876 年～ 1945 年までの 70年間）を工業化の過程として捉
えれば、まず明治政府の殖産興業政策（楫西光速 1974）の下で 1880 年代初頭から衣服・繊維など
の軽工業部門が食品工業や機械紡績業として発展し、機械紡績業は輸出産業まで発展した。並行し
て製鉄業、機械工業、化学工業などの近代的工業が移植され、積極的に重化学工業化が進められ
た。その結果、工業化は在来的技術に多くの影響をもたらした。けれども昭和初期（1920 年代後半）
の日本の製造業（または工業）の規模構造をみると、零細性が根強く（表 1参照）製造業有業者（ま
たは雇用者）の約 6割を事業所規模 1～ 4人で占めていたことから、工業化は中小規模への拡大に
まで至っていなかった。だが、この零細性も 1930 年代後半に入るとその特性に変化が現れる。こ
の時期は工業化の波が活発となり、ようやくその成果が現れ、重化学工業の発達とともに大・中小
規模の事業所の増大と雇用の増大を起こすこととなり、零細規模事業所でもその影響を受けながら
も、全体的には相対的地位の低下と就業者数の減少を伴った。
　さて、本小論文の研究目的である。
　戦前期における零細製造業（以下零細工業とする）の全体的統計的雇用の推計とその役割の推察
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である。なぜならば零細工業（事業所規模 1～ 4人）は現代（2012 年）においても『中小企業白書』
によると事業所数で約 5割近く、従業員数では 1割近くを占め、地域によってはもっと高い割合を
有し、現地域経済においても地域資源型産業として存立しているからである。また、元々農村工業
として出発した事業も多く、その後日本の産業発達に大いに貢献をしたのが零細家内工業であるか
らである。
　戦前の近代化つまり工業化過程は社会史、経済史（産業史、技術史など）、経済発展論など多く
の分野から取り扱われてきたが、近代的工業の発達過程を地域と工業でみると、地域に集団を成し
ている織物工業や陶器業、家具工業、金属金物業などの工場数の地理的分布や分業関係、生産品目
（含む生産量）、就業者数（含む年齢）、加工賃、利潤など経営全般の実態把握のほか、製造工程（技術）、
労働条件、流通過程なども加えた調査と考察が行われていてどれも産地の形成過程を明らかにした
ものが多い。また地域経済の中での産地工業の役割について詳しく論じている。
　筆者の知り得る限り戦前期において地域の産地工業調査は以上のように、個別にあるもの全体を
計量的に捉えた調査は見当たらない。とくに製造業の規模構造の実態も調査してはいるが明治時代
から戦前期にかけて参考文献に挙げている以外、全国的考察とその研究は後述するように『長期経
済統計』しかない。したがって零細工業の多くは先の在来的産業に属するものが多く、戦前期にお
ける長期的動向を追求することは、日本の工業の出発点をどこに置くかにかかわっており、工業化
を成し遂げた要因の解明にもつながるからである。
　それに、二つの理由がある。一つは元々の技術の進歩は職人または職工（鍛冶工、鋳造工、漆工、
裱表具師、織物工など）と言われるいわば技術者が技術の向上を図りながら様々な産業を生成させ、
それが基盤となって進化、発展させてきたからに他ならない。二つ目は家内零細工業においては職
人と呼ばれる技術者が家族員も含め明治維新以降、広範囲に地域に集積し、それらの存在が中小企
業への規模の拡大と工業化の足掛かりだけでなく近代工業の産業生産の向上に貢献した可能性は否
定できないからである。
　したがって、戦前期における零細工業の統計的推計、把握は経済発展を考える上で意義のあるこ
とである。ただし、明治時代までさかのぼって零細工業の全体的統計的雇用の推計は困難であるた
め、本研究では大正時代に入ってからの推計となる。そしてこの研究では特に事業所単位での零細
工業の観察はできないため、雇用面から零細工業の重要性を指摘することしかできないことをお断
りしておく。
１．戦前期における零細工業（工場）の雇用と構造変化
1－ 1）　零細工業の有業者数の推計と推移
　戦前における製造業の事業所規模 1～ 4人の雇用の長期的動向を統計的に把握することは近代経
済成長への果たした役割を確認する上で重要である。
　しかし、産業史研究において、零細企業の全体像を統計的にしかも時系列で捉えた調査データは
皆無であり、製造業中分類や個別業種のたとえば織物業、窯業・土石業などの軽工業においても 5
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人以上もしくは 20人以上に限定され、統計がとり易い事業所規模について行われてきた。したがっ
て零細工場の統計的把握はデータの制約から作成が難しく測定はほとんどなされていない。本推計
において、幸い梅村又次グループ（1973 年 4月）による製造業の規模別雇用の推計が発表された。
事業所規模（職工数）５人未満の従業者数の推計は『全国工場統計』『工場統計表』および『大阪
市統計書』『大阪市工業調査書』を利用して求められた。一方、山中篤太郎（1941）は『国勢調査』
『工場統計表』および『労働統計資料調査』の 3資料と『労働統計資料調査』から 1920 年の事業
所規模 1～ 4人の従業者数の推計をした。二つの推計を参考にして高松信清氏と私が 1909 ～ 1940
年事業所規模 1～ 4人の有業者数を推計したのが表 1であり、規模構造の中での零細工業の位置が
明確になった。（なお推計方法については表 1を参照）
　表 1から次のような特徴が挙げられる。
　まず製造業での有業者数は日清（1895 年）・日露（1905 年）戦争後からであるが 322 万 4千人
から 1940 年にはほぼ三倍の 650 万 5千人に増大、年平均 2.3%でほぼ増えてきた。この 35年間は
低開発状態から脱出する発展過程で、第二次段階で経験する輸入代替工業化すなわち消費財（食品
･繊維・製紙などの軽工業製造品）の国産化の達成とその消費財輸出の時代になり、いわゆる重化
学工業化も進んだ結果、製造事業所の増大に合わせて労働需要も持続的に増大してきたことが要因
ではないであろうか。次に従業者数の増大に対しこれを事業所の従業者規模別分布の推移（1909
～ 1940 年）から地位の変化を見てみよう。
1） まず中小規模（5人以上～ 499 人）事業所の有業者数は増大傾向を示し相対的に地位が上昇
していることが明らかである。1909 年全有業者数の 5分の 1のシェアは 1932 年（30.1％）、
1940 年（42.7%）と 35年間に 2倍、製造業の中心的役割を担ってきた。
2） 同時に事業所規模 500 人以上の有業者の地位も傾向として増大してきた。1930 年代の前半
の不況期に減少（平均 10%ほど）はしたものの、1909 年（5.3%）1927 年（15.8%）、1930
年（9.9%）、1940 年（24.6%）と増大した。
3） ところが５人未満の零細事業所（ほぼ同義で零細工場・企業）の占める有業者数の割合の推
移は、1909 年（74.5%）、1920 年（65.1%）1930 年（61.3%）、1940 年（32.6%）と減少傾向
をたどり、1909 年製造事業所のほとんどを担っていた零細事業所は 1936 年に 50%を下回
り、ついに 1940 年には３分の１にまで下がってしまった。明らかにシェアから見ると、明
治期に経済的役割が高かったころに比べ、地位は後退し、大正 ･昭和期に入ると中小規模に、
その地位を譲ることとなった。
　しかしながら、零細事業所は相対的に地位を減少させてはいるものの決してその重要性が下がっ
たわけではない２）。確かに 1930 年代後半に従業者数は 200 万ほどに減少するが、それは軽工業全
般において零細規模型だったものが成長し次第に中小規模に変わる傾向があった（滝沢、P214）
ことによるものである。日本経済は成長期であり産業構造が重化学工業化していく時期にあたり、
欧米の印刷技術や工作機械の導入が中小規模事業所数の工場規模の拡大に進み従業者数の増大に現
れ、とくに零細規模から小規模へ、小規模から中規模へとシフトする企業が増えたことが中小規模
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事業所の相対的地位の上昇になったと推察される。重要なことは、零細規模工場に元々有していた
在来的技術に欧米の近代技術を融合させ、より進歩した応用的技術へと展開していく能力があった
からこそ日本の工業化が成し遂げられたのではなかろうか。
　ところで以上の従業者 1～ 4人規模の推計は「有業者」でみた全体的傾向である。したがって工
場（経営者と労働者）単位としての観察はできない。次項で工場としての業種別の従業者数（職工
数）の変化から零細事業所の役割が後退したのか確認することにした。
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表１　戦前期製造業従業者規模別有業者数の推移
単位：1000 人
注　１）①合計は梅村推計②従業者規模の 5人以上は山中推計③従業者規模１～ 4人は①から②を差
し引いて上は通商産業省編『工業統計 50 年史』から③従業者規模１～４人は①から②を引
き求めた。
　　２）製造小売業、内職も含む。
　　３）有業者とは『大正９年国勢調査報告』で示した「本業者」を指しており、副業は除いた従業
者であるが、第二次大戦以後の「国勢調査」からは内職やアルバイトなどの副業も有業者つ
まり従業者として扱っている。
出所：梅村又次「産業別雇用の変動：1880 － 1940 年」経済研究第 24 巻第 2号巻第 2号のＡ系列
　　　（社）通産統計協会編『工業統計 50 年史』1960 年
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罍：戦前期の零細製造業の職工数の変動：1920－1942 年
１－２）零細工業（従業者規模1～ 4人規模のみ）の業種構造の変化（時系列）
　表 2は篠原三代平氏の推計による 1～ 4人規模の事業所（民営のみ）の従業者数（または職工数）
が業種別（1920 ～ 1942 年）にあるのでそれを使い、観察をしてみることにした。
　植村推計の従業者 1～４人の規模の職工数は、おもに『国勢調査』『工場統計表』及び『労働統
計資料調査』から求めているが、そのカバレッジを表 1の有業者に対する割合で見ると、1920 年
26%、1930 年 41%、1940 年 75%と次第に有業者数と職工数との差が狭まっている。有業者には主
に家族従業者も一人職人も含まれ、一方『工場統計表』は工場を単位としているために家族従業者
と一人業が反映されていないためであるが、1940 年の場合は一人業も工場単位として調査する範
囲が広がってきたため開差が縮まってからである。このため 1930 年代後半ごろから従業者数は以
下述べるように増えてきた原因のひとつである。この推計から産業としての零細工業の役割を知り
うるのには十分であり、以下従業者規模（職工数）1～ 4人の業種別推移の特徴をみた。
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表 2　従業者規模１～４人の業種別従業者数の推移
単位 : 人
注：民営工場と官営工場がありここでは民営工場のみ掲載している。また従業者数は職工数と同義と
して扱った。
資料：篠原三代平『長期経済統計 10 鉱工業』東洋経済新報社 1972、Ｐ 248 ～ 257 より作成
1） 1920 年（842,296 人）～ 1942 年（1,446,024 人）の 22年間で 60万人ほど増大、ほぼ平均 2.5%
で増えてきた。特に 1930 年代中ごろからはそれ以前に比べて高い位置で推移した。1931 年
にいったん減少に転じ 1932 年から増大傾向になるので、1932 年と 1942 年の 10年間でみる
と、業種全体の増大人数は 167,563 人である。
2） 増大した 167,563 人の中で一番貢献したのが機械器具工業の 65,450 人（1962 年と 1942 年の
シェア 5.3 から 9.2%）であり、次に化学工業 59,484 人（同 4.9 から 7.7%）、金属工業 22,553
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人（同 4.7 から 5.7%）が続く。
3） この 3業種はいわゆる重化学工業と称される製造業である。1942 年で合わせたシェアは
22.6%、10 年前の 1962 年（14.9%）より 8%ほど増えている。しかも増大した 167,563 人の
うち 81.8%（135,815 人）を重化学工業部門が占める。
4） 一方、在来的工業で占める業種が多い軽工業（紡織、窯業、製材 ･木製品、印刷 ･製本そ
してその他）は 1962 年から 1942 年の 10年間で増大したのは 20,076 人（1962 年と 1942 年
のシェアは 85.1 から 77.4％）と増大した従業者数は金属工業の増大数よりも少ないなど、
明確に軽工業の後退、重化学工業の進展が見られる。
　つまり従業者 1～ 4人規模の工場は 1930 年代後半から 1940 年代にかけての重化学工業化の推
進に合わせるかのように軽工業よりも重化学工業の工場数の増大にシフトし、1～ 4人規模の有業
者数の 1930 年代からの緩やかな減少傾向は一人職人などの減少として説明が可能である。しかし
1～ 4人規模の工場は産業としての役割は後退していない。
１－ 3）業種別従業者数に占める 1～ 4人規模の対全規模シェアの変化と機械工業の役割（4時点
比較）
　次に『工場統計表』を中心に 1～ 4人の工場規模の従業者数（職工数）が全事業所（工場）に対
してどの位のシェアを持っていたのかその特徴を業種別に探してみたのが表 3である。
　『工場統計表』は従業者規模 5人以上しかなく 1～ 4人規模はない。また 4時点（1920、1926、
1935、1940）しかないため『長期経済統計：労働力』の梅村グループ推計 1～ 4人規模の同年の 1
～ 4人規模の数値を『工場統計表』に挿入して規模別に作成したものである。
　まず全体の観察をすると、製造業の全職工数は 1920 年（約 233 万人）、1926 年（約 302 万人）、
1935 年（約 397 万人）、1940 年（約 611 万人）と増大し、20年間で 2.6 倍と日本の工業化の貢献
してきた。この増大の中で 1～ 4人規模の工場の職工数はどのように変わってきたのか、それを表
3から観察してみた。
1） 表 1と同様に従業者規模 1～ 4人の従業者数は 1920 年（842,296 人）から 1940 年（1,607,091
人）にかけて全体で 764,795 人増え、全ての業種で増えている。そのうち最も増えたのが製
材・木製品工業（167,447 人）、次に食料品工業（146,261）、機械器具工業（103,210）となっ
ている。また 1～ 4人規模の従業者数を一工場平均規模 2.5 人と仮定して計算すると、工場
数は 1920 年 33.7 万件、1935 年 53.6 万人、1940 年 64.3 万件と増えている。これを業種別で
みると最も増えているのが、金属工業 1.3 万件から 37.3 万件であり、次いで製材・木製品工
業 4万件から 10.6 万件、機械器具工業 1.4 万件から 5.5 万件、化学工業 1.8 万件から 5.1 万
件の順になっており、上述したように零細工業の役割は決して後退していない。
　　さて 1～ 4人規模でどの業種も従業者数、工場数共には増えているけれども業種ごとにその
役割、シェアはどのような変化をしてきたかを次に見てみることにする。
2） 従業者規模 1～ 4人の規模の従業者数のシェアは全業種（合計）では 1920 年（36.2%）、
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1926 年（31.3%）、1935 年（33.7%）と 3割以上を占めていたが、1940 年（26.3%）に 3割
以下に低下した。しかしその役割は非常に高いものである。
　　これを業種別に業種ごとの全事業所（工場）従業者数に対するシェア（％）を 1920 年と
1940 年の二時点で比較すると、
3） 紡織工業（27.0、25.5）、金属工業（30.7、14.7）、機械器具工業（15.7、8.2）、窯業（40.2、
31.4）、化学工業（31.3、20.9）、製材木製品工業（72.6、58.0）、食料品工業（54.3、50.2）、
印刷 ･製本業（45.0、41.6）及びその他の工業（65.7、56.4）である。重化学工業、軽工業ど
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表 3　戦前期製造業の業種別・従業者規模別従業者数の構成の変化
単位：％
注：
　　1）　職工数には事務員、技術員を含む。その他工業は瓦斯・電気工業を含む。
　　2）　1920 年の 5 ～ 10 人規模の職工数は不明のため 1926 年 1935 年、1940 年の 1 ～ 15 人規模の
うち 1～ 4人規模の割合の 3ヵ年平均を適用した。
　　1）　1920 年、1926 年 1935 年、1940 年の 1 ～ 4 人規模は、下記資料「鉱工業」から引用し合計
を求めている。
資料：商工省『工場統計表』及び篠原三代平著（長期経済統計）『鉱工業』東洋経済新報社 1988 年Ｐ
248 ～ 257 より作成。なお、詳しい推計方法は各著書の脚注にある。
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の業種も 1～ 4人規模の工場の従業者数のシェアは低下している。
　　これらのシェアの低下は、一方で小規模工業（5～ 30人未満）のシェアの増大になってい
るのかを確認してみると、
4） 同じ二時点で、全工場のシェアは 16.9％から 21.2％、4.3％増えたに過ぎないが、シェアを
増大させた業種は紡織工業（13.6、22.0）、機械器具工業（13.6、15.0）、製材 ･木製品工業（18.3、
30.5）、食品工業（31.4、32.7）、印刷 ･製本業（22.0、28.4）、その他工業（15.8、26.2）であ
り減少したのは金属工業（22.0、18.7）のみである。
　つまり、1～ 4人規模の職工数も工場数も各業種で増えているけれども、一方で、シェアから見
た 1～ 4人規模の零細工場の割合はそれ以上の小規模工場より低下している。しかし重化学工業業
種（金属・機械・化学）の 1～ 4人規模のシェアは 13.4%から 22.4%に上昇している。
２．在来的工業としての零細工業の経営形態
　前項では 1～ 4人規模の従業者数の変化を中心に見た。この規模の零細工場の大半は業主と家族
従業者で構成され、多くの調査報告書（ここでは割愛）からも確認できる。また私の調査研究でも
人形、下駄、家具、作業工具、刃物、織物等々の工場の調査でも工場の構成員に特別なケースはない。
ここで 1920 年の１～ 4人規模の家内工場で単独で業をなしているいわゆる零細業について、山中
（山中、1941、ｐ110～112）は一応全国的な調査で詳しく生産品目ごとにその実態を調べ、零細であっ
ても鋳造師のように在来的色彩を有している経営もあるが、近代工業に付属する業種が多いと言う
結果を指摘している。
　戦前における重工業部門と言われる産業は、確かに機械制大工業も存在していて近代的工業と呼
ばれはしていたけれども生産の担い手の大部分は手工労働に依存していることが決定的であった。
1920 年における事業所規模 5人未満の山中推計（表４）では、全経営従事者数はおよそ 370 万人
にのぼり、うち 5人未満の零細経営に従事している者は全体の 63％、約 235 万人に達していた。
この 235万人は表 1の有業者数の 72％にあたる。
　表 4をさらに産業別に大観してみると、絶対数では雑品工業が工業従事者人口の 120 万人を超
え、9割以上が零細経営によって占められる。次いで食料品工業も零細経営に占める割合が高く
96.1％、繊維工業は 20.5％と低いが絶対数では雑品工業に次ぐ 37万人である。同様に金属工業で
の零細経営従事者数の割合は 73.1％と高い比率を示し機械器具製造業でもほぼ 5割に及ぶ（以下省
略）。表 4から零細経営の構成をみると、事業所規模 5人未満で単独経営の割合はきわめて高く、
全平均で 27.4％、金属工業 32.1％、雑品工業 33.7％と高い比率を示している。単独経営はいわゆる
職人と呼ばれているもので、彼らは長い間磨き上げてきた手工技術でモノを生産する在来的職業に
属する。すなわち１）重工業部門（近代的工業部門を指す）に属すると言ってもその性格は在来的
であり零細経営はこの職人的存在で成り立っており無視できない。2）軽工業、重工業の区別がで
きにくく資本集約的ではないが、技術水準は高く高度な製品を作製する。　
　以上のことから明らかのように、統計は 1920 年であるためこれら産業の中には在来工業的色彩
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を濃厚に残存せしめている業種もあるが、絶対数、割合とも零細経営が多く存在していた。この時
期には、自転車、電動機そして工作機械などが導入され、近代化がまたは工業化の浸透が零細工場
の設立に影響したのではないかと推察される。雑品工業に関して言えばほとんどが明治維新前に形
成された在来工業（職人）であるが、そのほか繊維工業、食料品や金属工業（鋳造業、鍛冶業など）、
化学工業では技術導入が盛んに行われ、機械化が進み規模拡大をもたらした。つまり零細工業の従
業者数の 1920 年から 1940 年の増大は山中が述べたように工業化に対しての関係性があり、同時
に日本の工業化の基礎にあたると想定される。
終わりに
　表 4･5のその後の追跡調査がないため規模の上向移動の観察はできなくて残念であるが、零細規
模工場の相対的地位の低下は、いわゆる在来的性格を持った工業の中に近代的性格（西洋の技術や
生産方法）が入り込んで行き、次第に在来的工業が規模拡大へとシフトしたことから小規模工業を
生成、重工業部門に属する機械工業などの重工業部門の零細工業が 1930 年以後、急激に増大した
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表 4　従業者規模５人未満の業種別経営形態（1920）
注：産業の範囲と推計方法に関しては参考文献を参照
出所：参考文献、５）山中篤太郎（下）から引用、作成
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表 5　雑品工業の内訳（1920）
出所：表４に同じ
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要因ではないか、と推測される。もちろん小工場の従業者数の増大は零細工場の上向移動だけでは
なく小規模工場自体が設立される場合もあるであろう。
　さて、製造業従業者数 1～ 4人規模の 1920 年代から 1940 年代前半の従業者数の変化から、日
本の工業化の基礎を発見することができた。特に重工業に属する零細工業だけでなく軽工業も増大
してきたことは重要なことである。
　研究の出発点は、戦後日本の経済発展の原動力とは何か。1975 年ごろ故大川一司先生から、君
は大塚勝夫君から中小企業に詳しいと聞いている。日本は在来的工業と西洋から導入した近代技術
を結合させ、創造的に発展を成し遂げてきた。つまり明治維新以前から日本に存在し独自の産業を
形成してきた家内工業が適用能力を発揮したおかげであると述べ、したがって家内工業つまり小・
零細工業が明治維新以降どのように技術を導入し応用技術として作り上げてきたそれをまず発見し
なければならない。また、小 ･零細工業の資本の生産性は従業者規模 50人前後まで上昇するのか。
おそらく手工的技術だけではないが、とりあえずその統計だけでも推計してみたら、と言うことが
このたびの従業者 1～ 4人規模の推計であり、日本の工業化の基盤を探り出すことにあった。小 ･
零細工業の全国的統計は、大正時代に入ってから単発的に「国勢調査」や「工業調査」が行われた
が、序章でも述べたように先駆的な研究をされた方々のおかげで 1～ 4人規模の存在価値を確認す
ることができた。
1） 大川一司は『経済発展と日本の経験』大明堂 1976 年 9 月　第 1部第 1章で、日本の経済発展は、日本
に固有な在来的要素と西欧で発達した近代的要素の二重構造的発展と捉え、この二つの要素が創造的な
結合によって起こったものであり、西欧の発展パターンとは違うものである、と述べている。この在来
的要素の多くは明治維新前に存在し、規模的には小企業が占めていた。
2） たとえば文献（滝沢 1965、P206 ～ 221）から、従業者規模 30 人未満の雇用者数の割合（1924 年）を 8
業種だけであるが、その理由が類推される。食料品 ･木製品約 6割、紡織、印刷 ･製本、窯業・土石、
金属はそれぞれ２割前後、化学・機械 1.5 割前後と 9割ほどを占めていたことは零細工場の役割は高かっ
たということになる。また文献 2）（P237）から 1902 年の織物業の雇用者数の数は 77 万 2 千人と全雇
用者数の約 4割近くを占め、一機業戸数は 2.56 人であったが、その後の輸入自動織機の導入によって
機械制織布生産が可能となり、零細工場は減少するのであるが、力織機の採用によって中小工場が増え
てきたことから、零細工場の重要性は減少したことにはならない。
注
１） 大川一司『経済発展と日本の経験』大明堂 1976、第 1章
２） 楫西光速『日本資本主義発達史』有斐閣（補訂版）1974、第 3章
３） 梅村又次「産業別雇用の変動：1880－1940」経済研究第 24巻 2号 1973 年 4月
４） 佐藤明・前川嘉一『中小工業の実態』有斐閣 1949 年 8月、京都大学経済調査所第一集
５） 山中篤太郎「日本工業における零細性（上・下）」『社会政策時報』1941
６） 滝沢菊太郎『日本工業の構造分析』春秋社 1965 年 6月、第 4章
７） 篠原三代平『長期経済統計鉱工業 10』東洋経済新報社 1972 年
８） 梅村又次他『長期経済統計労働力 6』東洋経済新報社 1988 年
９） 商工省『工場統計表』1920、1926、1935、1940
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付表　戦前期製造業の業種別従業者規模別従業者数の推移（5人以上）
注：
　　1）　従業者規模5～10人未満の1920年は不明のため、同5～15人規模はある。3ヵ年（1926、
1935、1940）は両規模ともある。3ヵ年の 5～ 10 人規模の 5～ 15 人規模に対する割合
の平均を、1920 年の 5－ 15 人規模に掛けて推計した。
　　2）　1920 年の機械器具工業には金属工業が含まれるため除き、その数値を 1920 年の金属工
業に移動、加算。
　　3）　1920 年の化学工業には漆器業が含まれるため漆器業はその他工業に移動。
　　4）　1920 年の金属工業には金属精錬業を含む。
資料：商工省『工場統計表』1920、1926、1935、1940 より作成

